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現     行 改  正  案 

Ⅲ－２ 保険業法等に係る事務処理 

Ⅲ－２－１４ 説明書類の作成・縦覧等 

Ⅲ－２－１４－３ リスク管理債権額及び債務者区分に基づいて区分された債権の額の開示 

（１）連結ベースのリスク管理債権額については、連結貸借対照表に基づき保険会社及び連

結の範囲に含まれる子法人等について作成されているか。 

（２）リスク管理債権の開示区分 

  ［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 破綻先債権 

規則第 59 条の 2 第 1 項第 5 号ロ(1)の「元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続

していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものと

して未収利息を計上しなかった貸付金」については、昭和 44 年 10 月 8 日付国税庁長

官通達「保険会社の未収利息の取扱いについて」に基づき未収利息を益金に算入しなか

った場合等をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ－２ 保険業法等に係る事務処理 

Ⅲ－２－１４ 説明書類の作成・縦覧等 

Ⅲ－２－１４－３ 保険業法に基づく債権の額の開示 

［削除］ 

 

（１）保険業法に基づく債権の開示区分 

規則第 59条の 2第１項第５号ロに定める基準に従い、以下のとおり区分する。ただし、

その際には、以下に掲げる基準を機械的・画一的に適用するのではなく、債務者の実態的

な財務内容、資金繰り、収益力等により、その返済能力を検討し、債務者に対する貸付条

件及びその履行状況を確認の上、業種等の特性を踏まえ、事業の継続性と収益性の見通

し、キャッシュフローによる債務償還能力、経営改善計画等の妥当性、金融機関等の支援

状況等を総合的に勘案した上で、区分することが適当である。特に債務者が中小企業であ

る場合は、当該企業の財務状況のみならず、当該企業の技術力、販売力や成長性、代表者

等の役員に対する報酬の支払状況、代表者等の収入状況や資産内容、保証状況と保証能力

等を総合的に勘案し、当該企業の経営実態を踏まえて区分することが適当である。 

 

① 破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、「破産手続開始、更生手続開始、再生手

続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに

準ずる債権」をいい、破産、清算、会社更生、民事再生、手形交換所の取引停止処分等

の事由により経営破綻に陥っている債務者のほか、深刻な経営難の状態にあり、再建の

見通しがない状況にあると認められるなど実質的に経営破綻に陥っている債務者に対す

る債権である。なお、特定調停法の規定による特定調停の申立てについては、申立が行

われたことをもって経営破綻に陥っているものとはしないこととし、当該債務者の経営

実態を踏まえて判断する。 

具体的には、事業を形式的に継続しているが、財務内容において多額の不良債権を内

包し、あるいは債務者の返済能力に比して明らかに過大な借入金が残存し、実質的に大

幅な債務超過の状態に相当期間陥っており、事業好転の見通しがない状況、天災、事

故、経済情勢の急変等により多大な損失を被り（あるいは、これらに類する事由が生じ

ており）、再建の見通しがない状況で、元金又は利息について実質的に長期間延滞（原

則として６カ月以上遅延しており、一過性の延滞とは認められないものをいう。）して

いる債務者や、自主廃業により営業所を廃止しているなど、実質的に営業を行っていな

いと認められる債務者に対する債権が含まれる。 
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現     行 改  正  案 

 

 

 

 

 

 

② 延滞債権 

ア． 規則第 59 条の 2 第 1 項第 5 号ロ(2)の「債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予したもの」については、「金利棚上げにより未収利

息を不計上とした貸付金」を指すものとする。 

イ． 「延滞債権」に「金利減免」が含まれるかどうかについては、金利減免後の利

息回収状況により判断するものとし、金利減免後の未収利息について収益不計上が

認められる場合には、「延滞債権」として開示対象債権に含まれることに留意す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このほか、経営改善計画等の進捗状況が計画を大幅に下回っており、今後も急激な業

績の回復が見込めず、経営改善計画等の見直しが行われていない場合、又は一部の取引

金融機関において経営改善計画等に基づく支援を行うことについて合意が得られない場

合で、今後、経営破綻に陥る可能性が確実と認められる債務者については、「深刻な経

営難の状態にあり、再建の見通しがない状況にある」ため、破産更生債権及びこれらに

準ずる債権に該当するものと判断して差し支えない。 

② 危険債権 

危険債権とは、「債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成

績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い

債権」をいい、現状、経営破綻の状況にはないが、経営難の状態にあり、経営改善計画

等の進捗状況が芳しくなく、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（金融機関等の支援継続中の債務者を含む）に対する債権である。 

具体的には、現状、事業を継続しているが、実質債務超過の状態に陥っており、業況

が著しく低調で貸付金が延滞状態にあるなど元本及び利息の最終の回収について重大な

懸念があり、従って損失の発生の可能性が高い状況で、今後、経営破綻に陥る可能性が

大きいと認められる債務者に対する債権をいう。 

なお、会社更生法、民事再生法等の規定による更生計画等の認可決定が行われた債務

者に対する債権については、危険債権と判断して差し支えない。さらに、更生計画等の

認可決定が行われている債務者については、以下の要件のいずれかを充たしている場合

には、更生計画等が合理的であり、その実現可能性が高いものと判断し、当該債務者に

対する債権は貸付条件緩和債権又は正常債権に該当するものと判断して差し支えない。 

ア．更生計画等の認可決定後、当該債務者が、原則として概ね５年以内に、業況が良好

であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる状態（当該債務者が金

融機関等の再建支援を要せず、自助努力により事業の継続性を確保することが可能

な状態となる場合は、金利減免・棚上げを行っているなど貸付条件に問題のある状

態、元本返済若しくは利息支払いが事実上延滞しているなど履行状況に問題がある

状態のほか、業況が低調ないしは不安定な債務者又は財務内容に問題がある状態な

ど今後の管理に注意を要する状態を含む。）となる計画であり、かつ、更生計画等

が概ね計画どおりに推移すると認められること。 

イ．当該債務者が、５年を超え概ね 10 年以内に、業況が良好であり、かつ、財務内容

にも特段の問題がないと認められる状態（当該債務者が金融機関等の再建支援を要

せず、自助努力により事業の継続性を確保することが可能な状態となる場合は、金

利減免・棚上げを行っているなど貸付条件に問題のある状態、元本返済若しくは利
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現     行 改  正  案 

 

 

 

 

 

③ 貸付条件緩和債権 

［新設］ 

 

 

 

ア． ［略］ 

イ． ［略］ 

(注１) ［略］ 

（注２）「抜本的な」とは、概ね３年（債務者企業の規模又は事業の特質を考慮した合理

的な期間の延長を排除しない。）後の当該債務者の業況が良好であり、かつ、財務

内容にも特段の問題がないと認められる状態となることをいう。なお、債務者が中

小企業である場合は、大企業と比較して経営改善に時間がかかることが多いことか

ら、Ⅲ－２－１４－３（４）③における「合理的かつ実現可能性の高い経営改善計

画」が策定されている場合には、当該計画を実現可能性の高い抜本的な計画とみな

して差し支えない。 

（注３）～（注５） ［略］ 

 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

息支払いが事実上延滞しているなど履行状況に問題がある状態のほか、業況が低調

ないしは不安定な債務者又は財務内容に問題がある状態など今後の管理に注意を要

する状態を含む。）となる計画であり、かつ、更生計画等の認可決定後一定期間が

経過し、更生計画等の進捗状況が概ね計画以上であり、今後も概ね計画どおりに推

移すると認められること。 

③ 三月以上延滞債権、貸付条件緩和債権 

三月以上延滞債権とは、「元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅

延している貸付金」をいう。また、貸付条件緩和債権とは、「債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄

その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金」をいう。 

ア． ［略］ 

イ． ［略］ 

 (注１) ［略］ 

（注２）「抜本的な」とは、概ね３年（債務者企業の規模又は事業の特質を考慮した合

理的な期間の延長を排除しない。）後の当該債務者の業況が良好であり、かつ、

財務内容にも特段の問題がないと認められる状態となることをいう。なお、債務

者が中小企業である場合は、大企業と比較して経営改善に時間がかかることが多

いことから、Ⅲ－２－１４－３（１）③ウ．における「合理的かつ実現可能性の

高い経営改善計画」が策定されている場合には、当該計画を実現可能性の高い抜

本的な計画とみなして差し支えない。 

（注３）～（注５） ［略］ 

  

ウ．形式上は延滞が発生していないものの、実質的に三月以上遅延している債権も、三

月以上延滞債権に該当する。実質的な延滞債権となっているかどうかは、返済期日近

くに実行された貸付金の資金使途が元金又は利息の返済原資となっていないか等によ

り判断する。 

金融機関等の支援を前提として経営改善計画等が策定されている債務者について

は、以下の全ての要件を充たしている場合には、経営改善計画等が合理的であり、そ

の実現可能性が高いものと判断し、当該債務者に対する債権は貸付条件緩和債権又は

正常債権に該当するものと判断して差し支えない（当該計画を「合理的かつ実現可能

性の高い経営改善計画」という。）。 

なお、債務者が中小企業である場合、企業の規模、人員等を勘案すると、大企業の

場合と同様な大部で精緻な経営改善計画等を策定できない場合がある。債務者が経営
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現     行 改  正  案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善計画等を策定していない場合であっても、例えば、今後の資産売却予定、役員報

酬や諸経費の削減予定、新商品等の開発計画や収支改善計画等のほか、債務者の実態

に即して金融機関が作成・分析した資料を踏まえて債権区分の判断を行うことが必要

である。また、債務者が中小企業である場合、必ずしも精緻な経営改善計画等を作成

できないことから、景気動向等により、経営改善計画等の進捗状況が計画を下回る

（売上高等及び当期利益が事業計画に比して概ね８割に満たない）場合がある。その

際には、経営改善計画等の進捗状況のみをもって機械的・画一的に判断するのではな

く、計画を下回った要因について分析するとともに、今後の経営改善の見通し等を検

討することが必要である（ただし、経営改善計画の進捗状況が計画を大幅に下回って

いる場合には、「合理的かつ実現可能性の高い経営改善計画」とは取り扱わない）。

なお、経営改善計画等の進捗状況や今後の見通しを検討する際には、バランスシート

面についての検討も重要であるが、キャッシュフローの見通しをより重視することが

適当である。 

このほか、債務者が制度資金を活用して経営改善計画等を策定しており、当該経営

改善計画等が国又は都道府県の審査を経て策定されている場合には、債務者の実態を

踏まえ、国又は都道府県の関与の状況等を総合的に勘案して判断する。 

本基準は、あくまでも経営改善計画等の合理性、実現可能性を検証するための目安

であり、債権区分を検討するに当たっては、本基準を機械的・画一的に適用すべきも

のではない。 

（ア） 経営改善計画等の計画期間が原則として概ね５年以内であり、かつ、計画の実

現可能性が高いこと。ただし、経営改善計画等の計画期間が５年を超え概ね 10 年

以内となっている場合で、経営改善計画等の策定後、経営改善計画等の進捗状況

が概ね計画どおり（売上高等及び当期利益が事業計画に比して概ね８割以上確保

されていること）であり、今後も概ね計画どおりに推移すると認められる場合を

含む。 

（イ） 計画期間終了後の当該債務者の業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の

問題がないと認められる状態（ただし、計画期間終了後の当該債務者が金融機関

等の再建支援を要せず、自助努力により事業の継続性を確保することが可能な状

態となる場合は、金利減免・棚上げを行っているなど貸付条件に問題のある状

態、元本返済若しくは利息支払いが事実上延滞しているなど履行状況に問題があ

る状態のほか、業況が低調ないしは不安定な債務者又は財務内容に問題がある状

態など今後の管理に注意を要する状態を含む。）となる計画であること。 

（ウ） 全ての取引金融機関等において、経営改善計画等に基づく支援を行うことが合
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現     行 改  正  案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［新設］ 

 

 

 

 

 

（３） 債務者区分に基づいて区分された債権の額として開示対象となる債権 

規則第 59 条の 2 第１項第５号ニ本文において、債権として掲げられている未収利息

及び仮払金とは、具体的に以下のものを指すこととする。 

① 未収利息とは、貸付有価証券又は貸付金に係る未収利息 

     ② 仮払金とは、貸付金に準ずる仮払金（支払承諾に基づき代位弁済を行ったことによ

り発生する求償権及び貸付金と関連のある仮払金） 

 

 

 

（４） 債務者区分に基づいて区分された債権の開示区分 

規則第 59 条の 2 第１項第５号ニに定める基準に従い、以下のとおり区分する。ただ

し、その際には、以下に掲げる基準を機械的・画一的に適用するのではなく、債務者の

実態的な財務内容、資金繰り、収益力等により、その返済能力を検討し、債務者に対す

意されていること。 

ただし、単独で支援を行うことにより再建が可能な場合又は一部の取引金融機

関等が支援を行うことにより再建が可能な場合は、当該支援金融機関等が経営改

善計画等に基づく支援を行うことについて合意されていれば足りるものと判断す

る。 

（エ） 金融機関等の支援の内容が、金利減免、融資残高維持等に止まり、債権放棄、

現金贈与などの債務者に対する資金提供を伴うものではないこと。 

ただし、経営改善計画等の開始後、既に債権放棄、現金贈与などの債務者に対

する資金提供を行い、今後はこれを行わないことが見込まれる場合、及び経営改

善計画等に基づき今後債権放棄、現金贈与などの債務者に対する資金提供を計画

的に行う必要があるが、既に支援による損失見込額を全額引当金として計上済

で、今後は損失の発生が見込まれない場合を含む。なお、制度資金を利用してい

る場合で、当該制度資金に基づく国が補助する都道府県の利子補給等は債権放棄

等には含まれないことに留意する。 

④ 正常債権 

正常債権とは、「債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産

更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権、貸付条件緩和債権以

外のものに区分される債権」をいう。 

なお、国、地方公共団体及び被管理金融機関に対する債権は正常債権に該当する。 

 

（２） 保険業法に基づく債権の額として開示対象となる債権 

       保険業法に基づく債権の開示対象は、規則第 59 条の 2 第１項第５号ロに定める基準

に従う。 

規則第 59 条の 2 第１項第５号ロ本文において、債権として掲げられている未収利息

及び仮払金とは、具体的に以下のものを指すこととする。 

① 未収利息とは、貸付有価証券又は貸付金に係る未収利息 

     ② 仮払金とは、貸付金に準ずる仮払金（支払承諾に基づき代位弁済を行ったことによ

り発生する求償権及び貸付金と関連のある仮払金） 

 

 ［削除］ 
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現     行 改  正  案 

る貸付条件及びその履行状況を確認の上、業種等の特性を踏まえ、事業の継続性と収益

性の見通し、キャッシュフローによる債務償還能力、経営改善計画等の妥当性、金融機

関等の支援状況等を総合的に勘案した上で、区分することが適当である。特に債務者が

中小企業である場合は、当該企業の財務状況のみならず、当該企業の技術力、販売力や

成長性、代表者等の役員に対する報酬の支払状況、代表者等の収入状況や資産内容、保

証状況と保証能力等を総合的に勘案し、当該企業の経営実態を踏まえて区分することが

適当である。 

（注）債務者区分に基づいて区分された債権の開示対象についても、規則第 59 条の 2 第

１項第５号ニに定める基準に従う。 

 

① 破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、「破産手続開始、更生手続開始、再生

手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれ

らに準ずる債権」をいい、破産、清算、会社更生、民事再生、手形交換所の取引停止

処分等の事由により経営破綻に陥っている債務者のほか、深刻な経営難の状態にあ

り、再建の見通しがない状況にあると認められるなど実質的に経営破綻に陥っている

債務者に対する債権である。なお、特定調停法の規定による特定調停の申立てについ

ては、申立が行われたことをもって経営破綻に陥っているものとはしないこととし、

当該債務者の経営実態を踏まえて判断する。 

具体的には、事業を形式的に継続しているが、財務内容において多額の不良債権を

内包し、あるいは債務者の返済能力に比して明らかに過大な借入金が残存し、実質的

に大幅な債務超過の状態に相当期間陥っており、事業好転の見通しがない状況、天

災、事故、経済情勢の急変等により多大な損失を被り（あるいは、これらに類する事

由が生じており）、再建の見通しがない状況で、元金又は利息について実質的に長期

間延滞（原則として６カ月以上延滞しており、一過性の延滞とは認められないものを

いう。）している債務者や、自主廃業により営業所を廃止しているなど、実質的に営

業を行っていないと認められる債務者に対する債権が含まれる。 

このほか、経営改善計画等の進捗状況が計画を大幅に下回っており、今後も急激な

業績の回復が見込めず、経営改善計画等の見直しが行われていない場合、又は一部の

取引金融機関において経営改善計画等に基づく支援を行うことについて合意が得られ

ない場合で、今後、経営破綻に陥る可能性が確実と認められる債務者については、

「深刻な経営難の状態にあり、再建の見通しがない状況にある」ため、破産更生債権

及びこれらに準ずる債権に該当するものと判断して差し支えない。 
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現     行 改  正  案 

② 危険債権 

危険債権とは、「債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営

成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の

高い債権」をいい、現状、経営破綻の状況にはないが、経営難の状態にあり、経営改

善計画等の進捗状況が芳しくなく、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ

る債務者（金融機関等の支援継続中の債務者を含む）に対する債権である。 

具体的には、現状、事業を継続しているが、実質債務超過の状態に陥っており、業

況が著しく低調で貸付金が延滞状態にあるなど元本及び利息の最終の回収について重

大な懸念があり、従って損失の発生の可能性が高い状況で、今後、経営破綻に陥る可

能性が大きいと認められる債務者に対する債権をいう。 

なお、会社更生法、民事再生法等の規定による更生計画等の認可決定が行われた債

務者に対する債権については、危険債権と判断して差し支えない。さらに、更生計画

等の認可決定が行われている債務者については、以下の要件のいずれかを充たしてい

る場合には、更生計画等が合理的であり、その実現可能性が高いものと判断し、当該

債務者に対する債権は要管理債権又は正常債権に該当するものと判断して差し支えな

い。 

ア．更生計画等の認可決定後、当該債務者が、原則として概ね５年以内に、業況が良

好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる状態（当該債務者が

金融機関等の再建支援を要せず、自助努力により事業の継続性を確保することが可

能な状態となる場合は、金利減免・棚上げを行っているなど貸付条件に問題のある

状態、元本返済若しくは利息支払いが事実上延滞しているなど履行状況に問題があ

る状態のほか、業況が低調ないしは不安定な債務者又は財務内容に問題がある状態

など今後の管理に注意を要する状態を含む。）となる計画であり、かつ、更生計画

等が概ね計画どおりに推移すると認められること。 

イ．当該債務者が、５年を超え概ね 10年以内に、業況が良好であり、かつ、財務内容

にも特段の問題がないと認められる状態（当該債務者が金融機関等の再建支援を要

せず、自助努力により事業の継続性を確保することが可能な状態となる場合は、金

利減免・棚上げを行っているなど貸付条件に問題のある状態、元本返済若しくは利

息支払いが事実上延滞しているなど履行状況に問題がある状態のほか、業況が低調

ないしは不安定な債務者又は財務内容に問題がある状態など今後の管理に注意を要

する状態を含む。）となる計画であり、かつ、更生計画等の認可決定後一定期間が

経過し、更生計画等の進捗状況が概ね計画以上であり、今後も概ね計画どおりに推

移すると認められること。 
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現     行 改  正  案 

③ 要管理債権 

要管理債権とは、金利減免・棚上げを行っているなど貸付条件に問題のある債務

者、元本返済若しくは利息支払いが事実上延滞しているなど履行状況に問題がある債

務者のほか、業況が低調ないしは不安定な債務者又は財務内容に問題がある債務者な

ど今後の管理に注意を要する債務者に対する債権のうち、「三月以上延滞債権及び貸

付条件緩和債権」をいう。 

なお、形式上は延滞が発生していないものの、実質的に三ヶ月以上延滞している債

権も、要管理債権に該当する。実質的な延滞債権となっているかどうかは、返済期日

近くに実行された貸付金の資金使途が元金又は利息の返済原資となっていないか等に

より判断する。 

金融機関等の支援を前提として経営改善計画等が策定されている債務者について

は、以下の全ての要件を充たしている場合には、経営改善計画等が合理的であり、そ

の実現可能性が高いものと判断し、当該債務者に対する債権は要管理債権又は正常債

権に該当するものと判断して差し支えない（当該計画を「合理的かつ実現可能性の高

い経営改善計画」という。）。 

なお、債務者が中小企業である場合、企業の規模、人員等を勘案すると、大企業の

場合と同様な大部で精緻な経営改善計画等を策定できない場合がある。債務者が経営

改善計画等を策定していない場合であっても、例えば、今後の資産売却予定、役員報

酬や諸経費の削減予定、新商品等の開発計画や収支改善計画等のほか、債務者の実態

に即して金融機関が作成・分析した資料を踏まえて債権区分の判断を行うことが必要

である。 

また、債務者が中小企業である場合、必ずしも精緻な経営改善計画等を作成できな

いことから、景気動向等により、経営改善計画等の進捗状況が計画を下回る（売上高

等及び当期利益が事業計画に比して概ね８割に満たない）場合がある。その際には、

経営改善計画等の進捗状況のみをもって機械的・画一的に判断するのではなく、計画

を下回った要因について分析するとともに、今後の経営改善の見通し等を検討するこ

とが必要である（ただし、経営改善計画の進捗状況が計画を大幅に下回っている場合

には、「合理的かつ実現可能性の高い経営改善計画」とは取り扱わない）。なお、経

営改善計画等の進捗状況や今後の見通しを検討する際には、バランスシート面につい

ての検討も重要であるが、キャッシュフローの見通しをより重視することが適当であ

る。 

このほか、債務者が制度資金を活用して経営改善計画等を策定しており、当該経営

改善計画等が国又は都道府県の審査を経て策定されている場合には、債務者の実態を
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現     行 改  正  案 

踏まえ、国又は都道府県の関与の状況等を総合的に勘案して判断する。 

本基準は、あくまでも経営改善計画等の合理性、実現可能性を検証するための目安

であり、債権区分を検討するに当たっては、本基準を機械的・画一的に適用すべきも

のではない。 

ア．経営改善計画等の計画期間が原則として概ね５年以内であり、かつ、計画の実現

可能性が高いこと。 

ただし、経営改善計画等の計画期間が５年を超え概ね 10 年以内となっている場

合で、経営改善計画等の策定後、経営改善計画等の進捗状況が概ね計画どおり（売

上高等及び当期利益が事業計画に比して概ね８割以上確保されていること）であ

り、今後も概ね計画どおりに推移すると認められる場合を含む。 

イ．計画期間終了後の当該債務者の業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問

題がないと認められる状態（ただし、計画期間終了後の当該債務者が金融機関等の

再建支援を要せず、自助努力により事業の継続性を確保することが可能な状態とな

る場合は、金利減免・棚上げを行っているなど貸付条件に問題のある状態、元本返

済若しくは利息支払いが事実上延滞しているなど履行状況に問題がある状態のほ

か、業況が低調ないしは不安定な債務者又は財務内容に問題がある状態など今後の

管理に注意を要する状態を含む。）となる計画であること。 

ウ．全ての取引金融機関等において、経営改善計画等に基づく支援を行うことが合意

されていること。 

ただし、単独で支援を行うことにより再建が可能な場合又は一部の取引金融機関

等が支援を行うことにより再建が可能な場合は、当該支援金融機関等が経営改善計

画等に基づく支援を行うことについて合意されていれば足りるものと判断する。 

エ．金融機関等の支援の内容が、金利減免、融資残高維持等に止まり、債権放棄、現

金贈与などの債務者に対する資金提供を伴うものではないこと。 

ただし、経営改善計画等の開始後、既に債権放棄、現金贈与などの債務者に対す

る資金提供を行い、今後はこれを行わないことが見込まれる場合、及び経営改善計

画等に基づき今後債権放棄、現金贈与などの債務者に対する資金提供を計画的に行

う必要があるが、既に支援による損失見込額を全額引当金として計上済で、今後は

損失の発生が見込まれない場合を含む。 

なお、制度資金を利用している場合で、当該制度資金に基づく国が補助する都道

府県の利子補給等は債権放棄等には含まれないことに留意する。 

④ 正常債権 

正常債権とは、「債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



保険会社向けの総合的な監督指針 新旧対照表 

 10 

現     行 改  正  案 

産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、要管理債権以外のものに区分される

債権」をいう。 

なお、国、地方公共団体及び被管理金融機関に対する債権は正常債権に該当する。 

 

 

 

 


